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論文内容の要旨

【研究目的】

脳卒中、頭部外傷などの後遺症として鼻咽腔閉鎖不全を伴う運動障害性構音障害があり、開鼻声や構音障害がその

主徴候である。このような症例に対して、発音補正装置(パラタルリフト: Pa1ata1 Lift Prosthesis : PLP) を口蓋に

装着して言語治療を行い、正常構音が可能となる域にまで鼻咽腔閉鎖機能が改善された症例があることは我々の臨床

的経験であり、その報告は最近広く注目されてきている。

PLP の臨床的効果に関する生理学的背景に関しては、これまで特に口蓋裂症例における鼻咽腔閉鎖機能不全症例へ

の適用の立場から検討され、鼻咽腔閉鎖不全部分の狭小化と鼻腔共鳴の低減化に作用することにより、その臨床的効

果が発現することが報告されてきている。他方、口蓋裂症例に適用した PLP 軟口蓋部をさらに拡大し、軟口蓋を口

蓋平面レベルまで挙上させた PLP が運動障害性構音障害症例の鼻咽腔閉鎖機能不全の改善に貢献することを経験し

ている。これらの臨床的事実は、鼻咽腔閉鎖機能の主役を担う口蓋帆挙筋活動に PLP 軟口蓋部が軟口蓋の上下方向

の運動支援に重要な作用を及ぼすことを示しているが、 PLP 軟口蓋部の前後および左右に関する平面的・形態的要素

の影響については不明である。すなわち、運動障害性構音障害症例ではどのような基準で PLP が作成されるべきか、

PLP 軟口蓋部のどのような形態的要素が鼻咽腔閉鎖機能不全への改善効果に及ぼすかについては不明な点が多く、こ

の領域で PLP を適用した言語治療法が未だ広く普及しているとはいえないのが現状である。

本研究は、健常者を対象にし、実験用 PLP 軟口蓋部の長径、幅径を相違させた場合の口蓋帆挙筋活動について分

析し、鼻咽腔閉鎖機能に関わる PLP 軟口蓋部の平面的・形態的要素について検討を行い、 PLP 作成上における形態

的要素に何らかの指針を得ることを目的としたものである。

【研究方法】

被験者は健常成人 8名(平均 24.8::!:: 1. 4 歳、男 4名、女 4名)とした。

各健常被験者にそれぞれ長径、幅径を相違させた 4 種の PLP 軟口蓋部を作成し、硬口蓋床に装填可能な実験用

PLP( 1) 、 PLP(ll) 、 PLP( 1 bll z)、 PLP( 1 III B)を作成した。 PLP( 1)の軟口蓋部の長径と幅径は、長径を口蓋骨後端

から軟口蓋小陥凹の後縁までの距離とし、幅径を軟口蓋小陥凹の左右の外側縁関の距離としたもので、口蓋裂臨床で

通常採用する作成モデ、ルである。 PLP(ll)の軟口蓋部は、鼻咽腔内視鏡所見で鼻音発音時に鼻咽腔が閉鎖されるよう
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に PLP( 1)の軟口蓋部の長径、幅径を大きくして作成したもので、運動障害性構音障害での臨床的適用としての作成

モデルで、ある。 PLP( 1 bII Jの軟口蓋部は、幅径を PLP(I)、長径を PLP(II)の軟口蓋部と同じになるようにし、 PLP( 1 

III B)の軟口蓋部は、長径を PLP( 1)、幅径を PLP(II)の軟口蓋部と同じになるようにした。 PLP( 1) 、 PLP(II)装着下

での軟口蓋の高さは、軟口蓋と咽頭後壁の高さにおける関係が、非装着下での最強 biowing 時の内視鏡所見に近似す

るように調節し設定した。

口蓋帆挙筋活動は、軟口蓋小陥凹の位置に有鈎針金電極を双極で、車Ij入し採取した。被験作業は単音節/pw/の 40 回表

出とした。筋電図値の測定は、 /pw/発音時の筋竜図積分波形の頂点とした。筋活動値は各被験者における最強 blowing

時での筋活動値の最大値を 100% として、 /pw/発音時の値を換算した% Peak Levator EMG 値(%)とした。分析は

筋活動値を対象に行い、比較する二群聞の有意差の検定は、 Welch's t-test (Pく 0.05) で、行った。

【研究結果1

1. 実験用 PLP 非装着および装着下での口蓋帆挙筋活動値について

実験用 PLP 非装着と比較して、 4種の実験用 PLP 装着下では 37.5%の被験者で口蓋帆挙筋活動値が大きくなる場

合もあったが、 62.5%の被験者で、小さくなることが示された。

2. 実験用 PLP 非装着と装着下での口蓋帆挙筋活動値の比較結果について

実験用 PLP 非装着と装着下での口蓋帆挙筋活動値の比較では、 PLP( 1) と PLP(I bIIJで、は被験者毎に様々で、あっ

たが、 PLP( 1 III B)装着下での口蓋帆挙筋活動値は 87.5%の被験者で、小さく、 PLP(II)装着下でも同様の傾向がみられ

た。

3. 実験用 PLP 軟口蓋部の長径変化と口蓋帆挙筋活.動値について

実験用 PLP( 1 III B)および PLP(II)装着下での口蓋帆挙筋活動値の比較から、 PLP 軟口蓋部の幅径が PLP(II) と閉

じ場合には、長径よりも幅径要素が口蓋帆挙筋活動値に影響を及ぼすことが示された。

4. 実験用 PLP 軟口蓋部の幅径変化と口蓋帆挙筋活動値について

実験用 PLP( 1 bII Jおよび PLP(II)装着下での口蓋帆挙筋活動値の比較では、口蓋帆挙筋活動値に実験用 PLP 軟口

蓋部の幅径の変化の影響が大きいことが示された。

以上のことは、運動障害性構音障害で鼻咽腔閉鎖不全を呈する症例に適用される PLP 軟口蓋部の形態は、鼻咽腔

内視鏡検査と筋電図検査を行し、設定する必要があることを示している。さらに、実験用 PLP 軟口蓋部の幅径の調節

により口蓋帆挙筋活動値が小さくなることから、臨床で用いられる PLP 軟口蓋部の効果発現には、幅径の調節が重

要な要素であることが示唆された

論文審査の結果の要旨

本研究は、健常者を被験対象として製作した実験用発音補正装置 (PLP : Palatal Lift Prosthesis) の軟口蓋部の長

径および幅径を変化させた場合の口蓋帆挙筋活動を筋電図学的に分析し、鼻咽腔閉鎖機能に関わる PLP 軟口蓋部の

形態的要素の意義について検討したものである。

その結果、実験用 PLP 軟口蓋部の幅径の調節により口蓋帆挙筋活動値が小さくなることが明らかとなり、臨床

で用いられる PLP 軟口蓋部の効果発現には幅径の調節が重要な要素であることが示された。

以上のことは、発音補正装置の臨床的適用に重要な指針を提示するものであり、博士(歯学)を授与するに価する

ものと認‘める。
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